
第73回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

株式会社　桜井製作所

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（アドレス　http://www.sakurai-net.co.jp）に掲載する

ことにより株主の皆様に提供しております。



連  結  注  記  表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　 ２社

・主要な連結子会社の名称　 SAKURAI VIETNAM CO.,LTD.

SAKURAI U.S.A.,CO.

②　非連結子会社の状況

　非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

  該当する関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

たな卸資産

製品、仕掛品、原材料

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用

しております。

貯蔵品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採

用しております。

デリバティブ

時価法を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）なら

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法を採用しております。

在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　３～50年

　機械装置その他　　２～17年

無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度

に見合う分を計上しております。

受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、受注契約に係る損失見込額を計

上しております。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しておりましたが、2007年６月をもって役員退職金制度を廃止したため、

2007年７月以降新たな引当計上は行っておりません。当連結会計年度末

における役員退職慰労引当金残高は、当制度の廃止以前から在職している

役員に対する支給見込額であります。

④　退職給付に係る会計処理

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付債務の算定は退職給付に係る期末自己都合要支給額をもと

に退職給付債務を算定する方法を用いた簡便法によっております。
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⑤  重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約につい

て、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は外貨建営業債権であります。

ヘッジ方針

　内規に基づき、主として輸出売上に係る為替変動リスクを回避するた

め、外貨建営業債権の残高の範囲内でヘッジ取引を行っております。

　なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎として判断しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月

31日）を当連結会計年度より適用し、会計上の見積りに関する注記を開示して

おります。

３．会計上の見積りに関する注記

（1）たな卸資産の評価

①　当年度の連結計算書類に計上した金額

製品　　　　　 　　85,014千円

仕掛品　　　　　　529,702千円

原材料及び貯蔵品 　39,883千円

受注損失引当金　 　16,838千円

※当連結会計年度において、売上原価に含まれるたな卸資産評価損は

9,269千円であり、受注損失引当金繰入額は17,752千円であります。
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②　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループは、たな卸資産の評価は原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）によっております。また、営業循環過程から外れた滞留等

のたな卸資産についても簿価の切下げを行っております。

　工作機械販売事業においては、契約単位ごとの実際原価計算により、仕

掛品の帳簿価額を算定しております。契約単位ごとに帳簿価額と正味売

却価額を比較し、正味売却価額が帳簿価額を下回る場合に、当該差額につ

いて、受注損失引当金繰入額を計上しております。受注損失引当金につい

ては仕掛品の帳簿価額と相殺表示しております。

　仕掛品の正味売却価額は受注金額から見積追加製造原価及び見積直接

販売経費を控除して算出されます。当該見積追加製造原価及び見積直接

販売経費については、過去の実績や当初設計に基づく残存工程に対する追

加発生工数予想等を加味して算出しております。

　当社グループのたな卸資産の評価は適正であると判断しておりますが、

自然災害や感染症をはじめとした予測困難な事象の発生、市場動向などの

急速な変化、その他の要因等により、当社の予測と実績とか乖離するよう

な状況の変化があった場合には、追加の評価損が計上される可能性があり

ます。

（2）固定資産の減損

①当年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　　　3,823,085千円

無形固定資産　　　　 75,105千円

その他（投資不動産）280,799千円

※当連結会計年度において、減損損失の計上はありません。

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産または資産グルー

プについて、当該資産または資産グループから得られる割引前将来キャッシ

ュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識す

べきであると判断し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として処理しております。各資産グループの回収可能価額は正味売却

価額又は使用価値のどちらか高いほうにより測定しております。割引前将来

キャッシュ・フローは、主として取締役会により承認された翌事業年度の予

算及び中期事業計画を基礎とし、それ以降の将来キャッシュ・フローについ

ては、過去の趨勢等に基づく成長率を加味し、キャッシュ・フローの見積額

を算定しております。

　当連結会計年度において、自動車部品製造事業に含まれる連結子会社

SAKURAI VIETNAM CO.,LTD.について、減損テストを実施しましたが、資産グ

ループにおける回収可能価額が帳簿価額を上回っているため、減損損失の認

識は不要と判断しました。
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　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期が見通せない状況が引き続き

続いており、この影響は翌年度まで続くとの仮定のもと、会計上の見積りを

行っております。当該仮定については、将来の予測に関する経営者による主

観的な判断が含まれており、不確実性が存在するため、当社グループの見積

りと実績に乖離が生じるおそれがあります。将来予測困難な事象が発生し、

会計上の見積りと実績が乖離した場合には、翌期以降の連結計算書類におい

て、減損損失を認識することになる可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 所有権留保等資産及び所有権留保付債務

　　所有権留保等資産

　　　建物及び構築物 69,174千円

　　　土地 535,242千円

　　　　　　計 604,416千円

　　所有権留保付債務 -千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

(3) 投資その他の資産の減価償却累計額

　　その他（投資不動産）

9,194,705千円

279,967千円

(4) 貸出コミットメント契約

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,300,000千円

借入実行残高 -千円

1,300,000千円

（5） 国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額　　　　96,886千円

　　　（うち、当連結会計年度の圧縮記帳額　5,800千円）
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4,000,000株 -株 -株 4,000,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金
の総額
(千円)

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

2 0 2 0 年 ６ 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 56,709 15 2020年３月31日 2020年６月26日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

    結会計年度になるもの

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配当金の
総額

（千円）

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

2 0 2 1 年 ６ 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会

普通株式
利 益 剰
余 金

47,890 13 2021年３月31日 2021年６月28日
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６．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し行っており

ます。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リ

スクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建

ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて

先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。

組合預け金は、協同組合に対して預け入れているものであり、リスクは軽

微であります。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日でありま

す。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対す

るヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。

③金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、各事業部門における営業管理部が主要な取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。連結子会社についても、同様の管理を行ってお

ります。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に

限定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の

変動リスクに対して、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジして

おります。

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引

先企業）の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が決裁担当者の承

認を得て行っております。
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④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することがあります。

 (2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

連結貸借対照
表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

（１）現金及び預金 1,164,480 1,164,480 -

（２）受取手形及び売掛金 595,694 595,694 -

（３）電子記録債権 37,090 37,090 -

（４）投資有価証券

　　　その他有価証券 520,793 520,793 -

　資産計 2,318,059 2,318,059 -

（５）買掛金 330,092 330,092 -

（６）長期借入金（※１） 1,572,701 1,570,957 △1,743

　負債計 1,902,793 1,901,049 △1,743

　デリバティブ取引（※２） （290） （290） -

※１　１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含まれております。

※２　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して

おり、合計で正味の債務となる項目については（　）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に

関する事項

資産

　（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、（３）電子記録債権

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。
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　（４）投資有価証券

　　　　投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によってお

　　　　ります。

負債

（５）買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

（６）長期借入金

長期借入金の時価のうち、変動金利によるものは、短期間で市場

金利を反映し、また、当社グループの信用状態は実行後大きく変

動しておらず、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金

の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　連結会計年度末の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基

づき算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式（※１）

組合預け金（※２）

900

448,152

※１　非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、「（４）投資有価証券　その他有価証券」には含

めておりません。

※２　組合預け金は、市場価格及び預入期間がなく時価を把握することが極

めて困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

－ 9 －



（注３）金銭債権及び長期借入金の連結決算日後の償還及び返済予定額

１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 1,164,480 - - -

受取手形及び売掛金 595,694 - - -

電子記録債権 37,090 - - -

長期借入金 444,438 1,128,262 - -

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では浜松市内において、土地および建物の一部を賃貸用として所有し

ております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

　　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は34,535千円

（賃貸収益は営業外収益、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

　　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は

次のとおりであります。

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

284,670千円 △3,870千円 280,799千円 992,245千円

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した

金額であります。

　　　 ２．期末の時価は、主として不動産鑑定評価書に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,322円59銭

(2) １株当たり当期純利益 △100円09銭
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個　別　注　記　表

１.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

　有価証券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しておりま

す。
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価
差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）を採用してお
ります。

時価のないもの　　　　 移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

　たな卸資産
製品・仕掛品・原材料　　　総平均法による原価法(収益性の低下による
　　　　　　　　　　　　　簿価切下げの方法）を採用しております。
貯蔵品　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（収益性の低下によ
　　　　　　　　　　　　　る簿価切下げの方法）を採用しております。

　デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　　　　　　　定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）ならびに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。

建物　　　　　　３～50年
構築物　　　　　７～50年
機械装置その他　２～17年

無形固定資産　　　　　　　定額法を採用しております。
なお、ソフトウエア（自社利用）について
は、社内における利用可能期間（５年）によ
る定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。
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賞与引当金　　　　　　　　　従業員に支給する賞与に備えるため、支給見
込額に基づき当事業年度に見合う分を計上
しております。

受注損失引当金　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、受
注契約に係る損失見込額を計上しておりま
す。

退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき計上しております。なお、
退職給付債務の算定は退職給付に係る期末
自己都合要支給額をもとに退職給付債務を
算定する方法を用いた簡便法によっており
ます。

役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しておりま
したが、2007年６月をもって役員退職金制
度を廃止したため2007年７月以降新たな引
当計上は行っておりません。当事業年度末
における役員退職慰労引当金残高は、当制
度の廃止以前から在職している役員に対す
る支給見込額であります。

（4）重要なヘッジ会計の方法　　 ヘッジ会計の方法
　原則として繰延ヘッジ処理によっており
ます。
　なお、為替予約について、振当処理の要
件を満たしている場合は振当処理を採用し
ております。
ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段は為替予約、ヘッジ対象は外
貨建営業債権であります。
ヘッジ方針
　内規に基づき、主として輸出売上に係る
為替変動リスクを回避するため、外貨建営
業債権の残高の範囲内でヘッジ取引を行っ
ております。
　なお、投機目的のためのデリバティブ取
引は行わない方針であります。
ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッ
ジ開始時から有効性判定時点までの期間に
おいて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッ
シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相
場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計
とを比較し、両者の変動額等を基礎として
判断しております。
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（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理　消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

２．表示方法の変更に関する注記

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月

31日）を当事業年度より適用し、会計上の見積りに関する注記を開示しており

ます。

３．会計上の見積りに関する注記

　①当年度の計算書類に計上した金額

　　製品　　　　　　　 84,991千円

　　仕掛品　　　　　　505,484千円

　　原材料及び貯蔵品　 25,354千円

　　受注損失引当金　　 16,838千円

※当事業年度において、売上原価に含まれるたな卸資産評価損は9,269千円

であり、受注損失引当金繰入額は17,752千円であります。

４.　貸借対照表に関する注記

（1）所有権留保等資産及び所有権留保付債務

　　 所有権留保等資産 建物 67,602千円

構築物 1,572千円

土地 535,242千円

　計 604,416千円

　　 所有権留保付債務 -千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 8,342,825千円

（3）投資不動産の減価償却累計額 279,967千円

（4）関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 235,208千円

短期金銭債務 7,955千円

 (5) 次の子会社の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

　　 SAKURAI VIETNAM CO.,LTD. 700千ドル （72,701千円）
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 (6) 貸出コミットメント契約

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達

を行うため、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,300,000千円

借入実行残高 -千円

1,300,000千円

（7） 国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額　　　 96,866千円

　　　（うち、当事業年度の圧縮記帳額　5,800千円）

５.　損益計算書に関する注記

　　 関係会社との取引高

売上高 185,472千円

仕入高 51,711千円

販売費及び一般管理費 7,882千円

営業取引以外の取引高 7,871千円

６.　株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式 219,337株 96,800株 -株 316,137株

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

・2020年３月３日開催の当社取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによ

る増加75,300株

・2020年10月５日開催の当社取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによ

る増加21,500株
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７.　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 15,683千円

退職給付引当金 84,084千円

役員退職慰労引当金 3,173千円

税務上の繰越欠損金 101,835千円

関係会社株式評価損 133,486千円

その他 47,468千円

繰延税金資産小計 385,732千円

評価性引当額 △385,732千円

繰延税金資産合計 -

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △118,136千円

特別償却準備金 -千円

その他有価証券評価差額金 △92,437千円

繰延税金負債合計 △210,574千円

繰延税金負債の純額 △210,574千円

８.　関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属 性 会 社 名 住 所 資 本 金
事 業

内 容

議 決

権 等

の 所

有 割

合

（％）

関 係 内 容

取 引 の

内 　 容

取 　 引

金 　 額

(千円 )

科 　 目

期 　 末

残 　 高

(千円 )

役 員

の 兼

任 等

事業上の

関 係

子会社

SAKURAI 

VIETNAM 

CO., LTD.

ベトナム

ハノイ市

(万米ドル)

500

工作機械

および精

密機械部

品の製造

販売、輸

送用機器

の部品製

造販売

直接

100.0

役員

の

兼任

仕入先

および

販売先

資 金

の 貸 付

資 金

の 回 収

利 息 の

受 取

147,753

127,416

5,462

貸 付 金 276,775

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

９.　１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,369円51銭
１株当たり当期純利益 △83円12銭
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